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我が国における新エネルギーの位置づけは、温室効果ガス削減やエネルギー

セキュリティ確保の両面から、ますます重要性を増しています。そのなかで、
日本の排他的経済水域は世界第６位の規模を有することから、ＣＯ２削減だけ
でなく巨大な国内産業と雇用の創出のためにも、この膨大な海洋再生可能エネ

ルギー資源を活用していくべきと考えます。 
海外ではこうしたエネルギー開発や導入に様々な支援が講じられています

が、我が国では波力・潮力などの海洋エネルギーが新エネルギーと認められて
いないため、せっかくのポテンシャルが活かされていない状況にあります。 

こうした中、昨年 7 月、東京都の呼びかけにより、産学官による「波力発電
検討会」が設置され、波力発電の有効性や我が国での利用可能性等を検討して
まいりました。その結果、波力発電技術は実用化段階に至っており、有望な再
生可能エネルギーとして利用可能性が高いことが検証できました。 

このたび、本検討会では、波力発電の導入促進について、別紙のとおり取り
まとめましたので、ここに提言します。 

 

 
 【提言の骨子】 
 

①  波力発電を「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」に基 

づく新エネルギーに加えるなど、国のエネルギー政策として法的に 
位置づけ、開発・導入に取り組むこと。 

 
②  波力発電を国の海洋基本計画に折り込むこと。 

 
③  実海域における実証試験やモデル事業、海底ケーブル等のインフラ 

の整備等の検討を進めること。 
 

④  今後の技術開発等を踏まえ、将来的には波力発電による電力も固定 
価格買取制度の対象に加えるほか、必要な支援策を講じること。 

 
 

【問い合わせ先】 

波力発電検討会 

 委員長 東京大学工学系研究科教授  荒川忠一  03-5841-6438 

  事務局 三井造船株式会社事業開発本部事業企画部 03-5202-3981 

波力発電の導入促進に関する提言 
～2020 年までの普及拡大ロードマップ～ 
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